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人口 変化率

人口と人口変化率の推移

※人口変化率は各年の５年前の人口に対する変化率

１．人口の推移 

①長期的な人口の推移 

○柏原市の総人口は、平成７年の 80,303 人をピークに、近年は減少傾向で推移しており、

平成 27年には 71,112人となっています。 

〇平成 22年の人口に対する変化率は、95.1％となっています。 
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年齢３区分別人口構造と従属人口指数の推移

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上） 従属人口指数 （国勢調査）

（人）

昭和60年
(1985)

平成2年
(1990)

平成7年
(1995)

平成12年
(2000)

平成17年
(2005)

平成22年
(2010)

平成27年
(2015)

0～4歳 4,724 4,360 4,206 4,122 3,334 2,845 2,581

5～9歳 5,303 4,743 4,325 4,084 3,910 3,280 2,770

10～14歳 6,794 5,461 4,829 4,307 4,038 3,929 3,323

計 16,821 14,564 13,360 12,513 11,282 10,054 8,674

15～19歳 6,271 7,214 6,052 5,234 4,771 4,296 4,135

20～24歳 5,288 6,065 7,442 6,067 5,561 4,870 4,282

25～29歳 4,683 5,471 6,331 6,515 4,850 4,174 3,685

30～34歳 5,501 4,775 5,589 5,775 5,993 4,436 3,645

35～39歳 7,180 5,576 4,718 5,309 5,219 5,648 4,066

40～44歳 6,267 7,114 5,521 4,466 4,994 5,118 5,404

45～49歳 5,221 6,236 7,189 5,229 4,262 4,826 4,954

50～64歳 10,144 12,598 15,359 17,504 17,050 15,293 13,172

計 50,555 55,049 58,201 56,099 52,700 48,661 43,343

65～74歳 3,772 4,304 5,293 6,473 7,920 9,501 10,681

75歳以上 2,079 2,657 3,386 4,128 5,130 6,399 8,038

計 5,851 6,961 8,679 10,601 13,050 15,900 18,719

25 245 63 14 2 158 376

73,252 76,819 80,303 79,227 77,034 74,773 71,112

年少人口 0～14歳 23.0% 19.0% 16.7% 15.8% 14.6% 13.5% 12.3%

生産年齢人口 15～64歳 69.0% 71.9% 72.5% 70.8% 68.4% 65.2% 61.3%

老年人口 65歳以上 8.0% 9.1% 10.8% 13.4% 16.9% 21.3% 26.5%

（国勢調査）
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２．性別・年齢別人口動向 

①年齢３区分別人口の推移 

○年齢３区分別の人口構造の推移についてみると、老年人口が昭和 60 年の 8.0％から平成

27 年には 26.5％と 30 年間で 18.5 ポイント増加している一方で、年少人口は 23.0％から

12.3％と 10.7 ポイント減少しています。老年人口の割合は、特に平成 17 年から約 10 ポ

イント増加しており、10年間で急速な少子高齢化が進行していることがわかります。 

○生産年齢人口 100人が、年少人口と老年人口を何人支えているかを示す比率である従属人

口指数は、昭和 60年の 44.8から平成 27年には 63.2まで増加しています。 
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※年齢不詳人口を除く

②性別の人口の変化 

〇昭和 60 年と平成 27 年の柏原市の５歳階級別の人口構造を比較すると、昭和 60 年では若

い世代を中心に膨らみをもつ“星型”であったのに対し、平成 27 年では団塊の世代が 65

歳以上となったことにより老年人口が増加し、年少人口は減少した “つぼ型”に変化し

ていることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年少人口は減少、老年人口が増加 
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男女別人口変化指数の推移

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

男性

女性

（単位：人）
昭和60年

(1985)
平成2年
(1990)

平成7年
(1995)

平成12年
(2000)

平成17年
(2005)

平成22年
(2010)

平成27年
(2015)

総　数 36,308 37,941 39,301 38,415 37,160 35,769 33,754
0～14歳 8,716 7,490 6,869 6,410 5,837 5,167 4,445
15～64歳 25,230 27,689 28,943 27,590 25,681 23,712 21,167
65歳以上 2,362 2,762 3,489 4,415 5,642 6,890 8,142
総　数 100.0 104.5 108.2 105.8 102.3 98.5 93.0

0～14歳 100.0 85.9 78.8 73.5 67.0 59.3 51.0
15～64歳 100.0 109.7 114.7 109.4 101.8 94.0 83.9
65歳以上 100.0 116.9 147.7 186.9 238.9 291.7 344.7
総　数 36,919 38,633 40,939 40,798 39,872 38,846 36,982

0～14歳 8,105 7,074 6,491 6,103 5,445 4,887 4,229
15～64歳 25,325 27,360 29,258 28,509 27,019 24,949 22,176
65歳以上 3,489 4,199 5,190 6,186 7,408 9,010 10,577
総　数 100.0 104.6 110.9 110.5 108.0 105.2 100.2

0～14歳 100.0 87.3 80.1 75.3 67.2 60.3 52.2
15～64歳 100.0 108.0 115.5 112.6 106.7 98.5 87.6
65歳以上 100.0 120.3 148.8 177.3 212.3 258.2 303.2

（国勢調査）

変化指数

女
性

男
性

人口

変化指数

人口

○昭和 60年の人口を 100とした場合の男女別の変化指数をみると、平成 27年の総数は男性

が 93.0、女性が 100.2となり、女性が上回っていることがわかります。 

○平成 27年の老年人口の変化指数をみると、男性が 344.7、女性は 303.2と、男性が大きく

上回っており、女性に比べ、男性の高齢化が進行していることがわかります。 
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転入 転出 社会増減 （住民基本台帳人口移動報告）

※平成30年は外国人を含む

３．自然動態・社会動態の状況 

①自然動態 

○平成 25～29 年の５年間の出生・死亡者数の推移をみると、出生数は減少傾向、死亡者数

は増加しているため、自然増減は減少しており、平成 29年では－232人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②社会動態 

○平成 26～30年の５年間の転入・転出者数をみると、平成 27年以降転出者は減少傾向で推

移しています。平成 30年の社会増減は－292人となり、過去５年間では最も少ない社会減

となっています。 
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※出生数（人口動態調査）

※合計特殊出生率（全国、大阪府は人口動態調査、

柏原市は出生数、女性人口により算出）
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（人口動態調査 ）

４．出生・死亡の状況 

①出生の状況 

○平成 25～29 年の５年間の合計特殊出生率の推移をみると、全国、大阪府に比べ低い水準

でほぼ横ばいの推移となり、平成 29年では 1.24となっています。 

〇全国、大阪府はほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○母親の年齢別出生数の推移をみると、すべての年で、30 代が 20 代に比べて多くなってい

ます。 
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②結婚の状況 

○我が国では出産の多くが嫡出子であることから、とりわけ 15～49 歳の女性の有配偶率が

高いことが出生数に影響すると考えられます。 

〇柏原市の女性の有配偶率は、全国、大阪府と比較して、大きな差はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③死亡の状況 

○平成 25～29 年の５年間の年齢別死亡者数をみると、85 歳以上が占める割合が高い状況で

す。 
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（平成30年住民基本台帳人口移動報告※外国人含む）

年齢10歳区分別 転入・転出の状況（男性）

転入者数
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社会増減数
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（平成30年住民基本台帳人口移動報告※外国人含む）

年齢10歳区分別 転入・転出の状況（女性）

転入者数

転出者数

社会増減数

５．移動の状況 

①性別・年齢別の移動の状況 

○平成 30年の転入・転出の状況について、性別・年齢 10歳区分別にみると、男女ともに進

学、就職、結婚等の移動を伴うライフイベントが要因と考えられる 20～39 歳の移動が中

心となっていることがわかります。 

〇男性では、“40～49歳”で 11人、“60歳以上”で 3人の社会増となっていますが、女性で

は 40歳以降も社会減が続いています。 
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②地域間移動の状況 

○平成 30 年の柏原市への転入の状況を転入前の居住地別にみると、府内では八尾市が最も

多く、全体の 15.4％を占めています。次いで大阪市 15.1％、羽曳野市 4.8％の順に多くな

っています。 

○全体の４割弱が府外からの転入となり、最も多いのが奈良県で全体の 8.0％を占めていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 30 年の柏原市からの転出の状況を転出後の居住地別にみると、府内では大阪市が最

も多く、全体の 16.6％を占めています。次いで、八尾市 13.1％、藤井寺市 4.2％の順に多

くなっています。 

○全体の約６割が府内、約４割が府外への転出となり、府外では奈良県が 9.1％で最も多く

なっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

転入の状況（転入前の居住地別） 

（平成 30 年住民基本台帳人口移動報告 

※外国人を含む） 
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計 1,966人

平成30年の転入者

府外

39.7%

府内

60.3%

転出の状況（転出後の居住地別） 

（平成 30 年住民基本台帳人口移動報告 

※外国人を含む） 

大阪市

16.6%

八尾市

13.1%

藤井寺市

4.2%

東大阪市

4.1%
羽曳野市

3.9%

その他
17.1%

奈良県

9.1%

兵庫県

5.0%

東京都

4.5%

京都府

2.9%

愛知県
2.3%

その他
17.4%

計 2,258人

平成30年の転出者

府内

58.8%

府外

41.2%
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自宅で従業・通学 自宅外で従業・通学
府内の他市町村で
従業・通学

府外の他市町村で
従業・通学

男 1,290 4,832 11,387 1,607 19,116
女 995 5,801 7,968 783 15,547
小計 2,285 10,633 19,355 2,390

37.3% 62.7%
計 34,663

12,918 21,745

区分
他市町村

計
市内

総数 構成比 就業者 通学者 総数 構成比 就業者 通学者

21,745 100.0% 18,869 2,876 17,954 100.0% 13,113 4,841
大阪市 7,840 36.1% 7,009 831 1,899 10.6% 1,329 570
八尾市 4,893 22.5% 4,587 306 2,724 15.2% 2,088 636
東大阪市 1,816 8.4% 1,493 323 790 4.4% 573 217
羽曳野市 848 3.9% 751 9 1,245 6.9% 1,056 189
藤井寺市 760 3.5% 681 79 1,281 7.1% 1,118 163
堺市 648 3.0% 579 69 813 4.5% 581 232
松原市 470 2.2% 345 125 467 2.6% 354 113
富田林市 362 1.7% 272 90 540 3.0% 393 147
吹田市 248 1.1% 154 94 131 0.7% 64 67
大東市 140 0.6% 109 31 86 0.5% 52 34
その他 1,330 6.1% 980 438 2,059 11.5% 1,328 731
計 19,355 89.0% 16,960 2,395 12,035 67.0% 8,936 3,099
奈良県 1,182 5.4% 1,001 181 4,455 24.8% 3,521 934
その他 994 4.6% 714 280 1,464 8.2% 656 808
計 2,176 10.0% 1,715 461 5,919 33.0% 4,177 1,742

214 1.0% 194 20 0 0.0% 0 0
(平成27年,国勢調査)

不詳

府
外

府
内

区分

総数

柏原市から他市町村へ 他市町村から柏原市へ

６．その他の分析 

①通勤・通学の状況 

〇平成 27年の市内常住の就業者・通学者 34,663人の従業・通学地についてみると、市内が

12,918（37.3％）、他市区町村が 21,745人（62.7％）となっています。 

〇市内常住の就業者・通学者の他市町村への通勤・通学先は、大阪市が最も多く 7,840 人

（36.1％）、次いで八尾市 4,893 人（22.5％）、東大阪市 1,816 人（8.4％）となっていま

す。 

〇他市町村常住の就業者・通学者で、柏原市に通勤・通学している人 17,954 人についてみ

ると、八尾市から通勤している人が 2,724 人（15.2％）で最も多く、次いで大阪市 1,899

人（10.6％）、藤井寺市 1,281人（7.1％）となっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市内常住の就業者・通学者の従業・通学地（及び他市町村からの通勤・通学状況） 

 

※不詳を除く 
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313

3

0

1

2,187

8,077

127

601

1,572

5,626

729

717

847

1,667

1,100

1,607

3,484

141

1,762

1,015

1,754

299

1

1

2

1,949

7,490

118

595

1,445

4,881

646

708

789

1,457

1,030

1,567

3,851

189

1,754

936

1,938

0 人 1,000 人2,000 人3,000 人4,000 人5,000 人6,000 人7,000 人8,000 人9,000 人

農業

林業

漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

分類不能の産業

（国勢調査）

産業大分類別就業者人口の推移

平成22年

平成27年

②産業の状況 

〇平成 27 年の産業大分類別就業者人口についてみると、最も就業者人口の多い産業は“製

造業”（7,490 人）となり、次いで“卸売業、小売業”（4,881 人）、“医療、福祉”（3,851

人）となっています。 

〇平成 22年と比較して、就業者人口が減っている産業が多いなか、“医療、福祉”について

は、367人増加しています。 
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214

1

1

1

1,640

5,133

103

450

1,193

2,399

242

433

530

524

402

653

895

110

1,133

670

1,084

85

0

0

1

309

2,357

15

145

252

2,482

404

275

259

933

628

914

2,956

79

621

266

854

0 人 1,000 人 2,000 人 3,000 人 4,000 人 5,000 人 6,000 人

農業

林業

漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

分類不能の産業

（平成27年国勢調査）

男女別就業者人口

男性 女性

〇また、平成 27年の男女別就業人口をみると、男性で最も多いのは“製造業”、次いで“卸

売業、小売業”、“建設業”の順となっています。 

〇女性で最も多いのは“医療、福祉”、次いで“卸売業、小売業”、“製造業”の順となって

います。 
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265 2 
846 

3,201 

13 59 
240 

1,675 

57 317 218 
581 415 548 

1,608 

70 
690 

265 386 
35 

1 

1,075 

4,256 

105 
533 

1,188 

3,177 

588 388 570 

865 
605 

1,012 

2,230 

118 

1,054 

669 400 
300 

1 2 

1,921 

7,457 

118 

592 

1,428 

4,852 

645 705 788 

1,446 
1,020 

1,560 

3,838 

188 

1,744 

934 786 

0 人

1,000 人

2,000 人

3,000 人

4,000 人

5,000 人

6,000 人

7,000 人

8,000 人

（平成27年国勢調査（不詳は除く））

産業大分類別市内常住の就業者

市内

市外

計

265 0 2 

846 

3,201 

13 59 
240 

1,675 

57 317 218 581 415 548 
1,608 

70 
690 265 386 27 

1 

342 

5,918 

53 31 286 

1,136 

176 
96 134 

475 
199 

1,594 

1,360 

119 

410 
466 290 

292 
0 3 

1,188 

9,119 

66 90 
526 

2,811 

233 413 352 

1,056 
614 

2,142 

2,968 

189 

1,100 
731 676 

0 人

1,000 人

2,000 人

3,000 人

4,000 人

5,000 人

6,000 人

7,000 人

8,000 人

9,000 人

10,000 人

（平成27年国勢調査（不詳は除く））

産業大分類別市内従業の就業者

市内

市外

計

〇市内常住の就業者の就業先について、就業者の多い上位３つの産業についてみると、“製

造業”“卸売業、小売業”“医療、福祉”の３つともに約６割は市外で従業しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇また、平成 27 年の市内従業の就業者数について産業大分類別にみると、市内常住の就業

者数と同じく、“製造業”が最も多く 9,119 人、そのうち市外常住の就業者は 5,918 人

（64.9％）となっています。次いで、“医療、福祉”が 2,968 人で、そのうち市外常住の

就業者は 1,360人（45.8％）となっています。 
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88.0 89.2 87.6 87.5 88.4

43.1 43.8 45.3 44.9 46.0

37.0 38.5 42.4 42.4 41.1

14.4 14.8 16.0 16.1 16.21.5 0.6 0.2 2.1 1.06.8 7.0 7.3 8.8 10.418.8 16.0 15.9 12.6 13.1
18.0 22.3

47.1
24.8 24.1

227.6 232.3

261.8

239.3 240.2

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

平成25年

（2013）

平成26年

（2014）

平成27年

（2015）

平成28年

（2016）

平成29年

（2017）

（億円）

（総務省「市町村決算カード」）

歳入決算額の推移

その他

地方債

諸収入

繰越金

都道府県支出金

国庫支出金

地方交付税

地方税

合計

単位：億円
平成25年
（2013）

平成26年
（2014）

平成27年
（2015）

平成28年
（2016）

平成29年
（2017）

合計 227.6 232.3 261.8 239.3 240.2
地方税 88.0 89.2 87.6 87.5 88.4
地方交付税 43.1 43.8 45.3 44.9 46.0
国庫支出金 37.0 38.5 42.4 42.4 41.1
都道府県支出金 14.4 14.8 16.0 16.1 16.2
繰越金 1.5 0.6 0.2 2.1 1.0
諸収入 6.8 7.0 7.3 8.8 10.4
地方債 18.8 16.0 15.9 12.6 13.1
その他 18.0 22.3 47.1 24.8 24.1

③財政 

【歳入】 

〇平成 25～29年の歳入決算額の推移をみると、平成 27年を除き、ほぼ横ばいの推移となっ

ています。 

〇平成 27年の「その他」の割合が大きくなっているのは、「繰入金」が他の年に比べ増加し

ているためです。 
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単位：億円
平成25年
（2013）

平成26年
（2014）

平成27年
（2015）

平成28年
（2016）

平成29年
（2017）

合計 226.4 232.0 257.6 237.3 235.8
総務費 23.7 22.4 40.5 26.6 25.2
民生費 92.5 102.0 105.5 109.6 108.8
衛生費 25.6 26.6 29.7 20.1 20.5
農林水産業費 1.0 1.1 0.9 0.9 0.9
土木費 25.8 23.8 23.1 24.8 26.9
消防費 7.9 8.0 9.7 8.6 9.2
教育費 25.1 23.5 23.0 22.3 20.1
公債費 20.7 20.7 20.2 20.8 20.2
その他 4.1 3.9 5.0 3.7 4.1

23.7 22.4
40.5

26.6 25.2

92.5 102.0

105.5
109.6 108.8

25.6
26.6

29.7
20.1 20.51.0

1.1

0.9

0.9 0.925.8
23.8

23.1

24.8 26.97.9
8.0

9.7

8.6 9.225.1
23.5

23.0

22.3 20.1
20.7 20.7

20.2

20.8 20.24.1 3.9

5.0

3.7 4.1
226.4 232.0

257.6

237.3 235.8

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

平成25年

（2013）

平成26年

（2014）

平成27年

（2015）

平成28年

（2016）

平成29年

（2017）

（億円）

（総務省「市町村決算カード」）

目的別歳出額の推移

その他

公債費

教育費

消防費

土木費

農林水産業費

衛生費

民生費

総務費

合計

【歳出】 

〇平成 25～29年の歳出額の推移をみると、平成 27年を除き、ほぼ横ばいの推移となってい

ます。 
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0.64 0.63 0.63 0.63 0.63

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

平成25年

（2013）

平成26年

（2014）

平成27年

（2015）

平成28年

（2016）

平成29年

（2017）

（総務省「市町村決算カード」）

財政力指数の推移

柏原市 大阪市 東大阪市 八尾市 藤井寺市 羽曳野市

平成25年
（2013）

平成26年
（2014）

平成27年
（2015）

平成28年
（2016）

平成29年
（2017）

柏原市 0.64 0.63 0.63 0.63 0.63

大阪市 0.90 0.91 0.92 0.93 0.93
東大阪市 0.73 0.73 0.74 0.75 0.76
八尾市 0.73 0.73 0.74 0.75 0.76
藤井寺市 0.59 0.60 0.61 0.62 0.62
羽曳野市 0.56 0.55 0.55 0.56 0.57

【財政力指数】 

〇過去５年間の財政力指数はほぼ横ばいで推移しており、平成 29年には 0.63となっていま

す。 

〇平成 29年の財政力指数について府内の近隣市と比較すると、最も高いのは大阪市で 0.93、

最も低いのは羽曳野市で 0.57となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


